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開会挨拶
河村会長　今回の診療報酬と介護報酬の同時改
定については、政府は財政健全化のため、社会

保障費の自然増約 6,300 億円から 1,300 億円を

抑えていることから、診療報酬全体ではマイナス

1.19％とされた。しかし、医科本体についてはプ

ラス 0.63％の微増となり、金額ベースでは 2,100

億円の増額となっている。

　本日は、その改定からわずか 1週間というタ

イミングであり、ご参集の皆様も慌ただしく対応

されていると思われるが、同改定に関する中医協

でのやり取りの説明や過去の保険診療の問題事案

などのセミナーを開催することで、日常の保険診

療の対応に役立てていただきたい。

講演
Ⅰ . 平成 30 年度保険指導計画（山口県）等につ
いて

山口県医師会理事　清水　　暢
指導監査の実施状況

（スライド 1参照）
・集団指導

　講習会形式で、①新規指定時、

②指定更新時、③点数改定時、な

ど必要に応じて実施される。

・集団的個別指導

　類型区分別に１件当たりのレセ

プトが高点数である医療機関を対

象に、集団部分（講習会方式）と

個別部分（個別指導）で行う。全

国的には集団方式の指導のみ行わ

れるところが多い。

・個別指導（新規指定等）

　開業後概ね６か月を経過して行われる。事前に

通知される患者のカルテ等を持参する。継承等、

開設者・管理者が変更された場合も実施。

・個別指導（既指定保険医療機関）

　患者や保険者・審査機関からの情報、高点数の

他、前回「再指導」とされた保険医療機関が対象。

指導で指摘された事項は過去１年分の自主返還を

求められる。

山口県の個別指導の流れ（スライド 2、3参照）
・選定方法

　再指導の医療機関、情報提供に由来する医療機

関を合わせて、類型区分別に 4%に満たない時は

高点数医療機関から順次選別される。原則的に情

報提供のあった医療機関を優先実施。

・指導レセプトの選定　

　保険指導医の専門性や日程等を調整して、担当

保険指導の状況及び対応セミナー
と　き　平成 30年 4月 7日（土）15：00 ～ 17：00

ところ　山口県総合保健会館 2階「多目的ホール」
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暢
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が決定。指定された２か月分のレセ

プトを担当指導医がチェックして、

30名分のレセプトを抽出。

・実施通知

　実施通知は指導日の１か月前。対

象患者の通知は、指導日の１週間前

（20名分）と前日（10名分）。

・選定理由の非開示

　選定理由の提示を厚生局に要望し

ているが、患者からの情報提供によ

る場合、情報ソースが医療機関に分

かるおそれがあるため、情報ソース

を秘匿するために選定理由は非開示

とする。

・個別指導の実際　

　指導日以前の連続した２か月分の

レセプトに基づき、関係書類を閲覧

しながら、面接懇談形式で実施。

　※保険診療の取扱い、診療報酬の

　請求等に関する事項について周知

　徹底させることを主眼とし、懇切

　丁寧に行う。

・指導後の取扱い

　指導結果は、当日、口頭で説明、

後日、結果通知書が送付され、指摘

事項に対する改善報告書の提出が求

められる。「不当」な事項が確認さ

れると、自主点検の上、１年分の「自

主返還」となる。

山口県の個別指導等の選定概況（平

成 30年度）

　スライド 4のデータを基に、類型
区分別に「県平均点数」の 1.2 倍を

超えた医療機関の上位 4％が高点数

医療機関として病院はスライド 5の
とおり、診療所はスライド 6のとお
り選定される。

スライド 2

スライド 3

スライド 4
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スライド 6

スライド 5

Ⅱ . 山口県での監査実施例等について
山口県医師会常任理事　萬　　忠雄
保険医療機関の監査

　監査は、スライド①のとおり、4項
目のいずれかに該当する場合に、地方

厚生（支）局及び都道府県又は厚生労

働省並びに地方厚生（支）局及び都道

府県が共同で行われる。

　また、監査後の処分としては下段

にあるとおり、「1」の取消処分となっ

た場合は概ね 5年間、保険診療はで

きないこととなる。その次の処分であ

る「戒告」や「注意」と比べると、「1」

の取消処分は非常に重い処分であり、 スライド①
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保険医としての資格が停止されることとなるの

で、十分に留意が必要である。

　次に、県内で監査となった直近の２事案につい

て説明する。

　一つは病院であるが、個別指導の中断を経て、

いきなり平成 23年 3月から監査が始まり、ほぼ

1か月に 2日のペースで 10 か月間、全部で 19

回実施された。1回につき朝 9時から、昼を挟ん

で 17時まで行われる。監査とは警察捜査と同様

であり、「個別指導」とは違い強制捜査権がある

ため、それに対応するためには、病院の診療機能

は一日中麻痺してしまい、立会者（医師会役員）

も必須となるため、地元の医師会は混乱してしま

う。

　この件は、「物療」の内容が問題となったケー

スであり、ある程度の返還金は免れないにしても、

最悪の行政処分は回避したところである。

　もう一つは診療所であり、やはり個別指導の

中断を経て、平成 27年 11月から監査が始まり、

全部で 6回実施された。診察日と投薬との不整

合が問題となったケースであり、返還金は免れな

い。

　２事案とも保険医取消処分は回避できたところ

であるが、薄氷を踏むような事態は避けたいもの

である。

保険指導に係るピアレビュー

　山口県医師会では、会内委員会で

ある「山口県医師会自浄作用活性化

委員会」の答申に基づき、平成 22

年から会員に対して「保険指導に係

るピアレビュー」を実施している。

答申の内容は、中国四国厚生局と山

口県が実施する「社会保険医療担当

者の個別指導」（以下、「個別指導」）

の対象となった医療機関の中で、長

期継続的に個別指導が実施されてい

るにもかかわらず、改善が見受けら

れない医療機関に対して実施すると

いうものである。

　具体的には、

　（1）5回以上の長期に亘り経過観

　察及び再指導を受けている。

　（2）個別指導による指摘事項からみてピアレ

　ビューが必要と認められる。

という答申になっており、実施する理由は、再指

導が長年続いていることは保険診療において健全

な姿とは言い難いこと、また、中国四国厚生局に

よる長期に及ぶ個別指導については、今後、監査

へ移行される可能性が高く、その結果、行政処分

として「保険医取消」も想定されるためである。

　こうした事態になれば、診療報酬請求に関し厳

しい目が向けられている今日、県民に不信感を与

えるばかりでなく、本会及び医師会全体に疑念の

目が向けられることになり、こうした懸念を払拭

するため医師会が自浄能力を発揮すべく努力すべ

きとされたものである。

　行政側にも「現時点で監査へ移行することまで

は要しないが、複数回の個別指導を実施しても全

く改善が見受けられず、指導側に対して対抗的な

医療機関もある。そうすると、いずれは監査要綱

の選定基準である『度重なる個別指導によっても

診療内容又は診療報酬の請求に改善がみられない

とき。』に該当し、監査をせざるを得ない状況と

なる」との状況があり、その前に身内である医師

会のピアレビューが望まれたため実施することと

なった。

　ピアレビューの実施一覧についてはスライド②
のとおりであるが、行政側の実施する個別指導と

スライド②
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は違い、医師会の実施するピアレビューは、「改

善に向けてともに対応を考えましょう」というス

タンスで臨んでおり、受け手側もフランクに相談

できるというメリットがあると思われる。すべて

が思うように改善された訳ではなく、未だに理解

が不十分な医療機関もあるが、ピアレビューを実

施したことは一定の成果があったと感じられる。

　今後において、ピアレビューに反感を持たれ、

非協力的な会員が現れることも予想されるが、使

命感を持ってそこに踏み込んでいきたいと考えて

いる。

特別講演
中医協（診療報酬改定）の状況について

日本医師会常任理事　松本　吉郎
〇日本医師会定例記者会見「衆議院解散と第 48

回衆議院議員総選挙」を受けて

　日本医師会は、社会保障の充実により国民不安

を解消することが経済の好循環につながると主張

してきた。受益と負担の関係を明確にしつつ、増

税の結果として安心して社会保障を受けられるよ

うになったという成功体験を持てることも重要で

ある。そのためには、消費税収の使途を債務増の

軽減から社会保障の充実に変更することも一つの

方法である。

（1）消費税増収分を債務増の軽減ではなく、他

の財源に活用できるのであれば、教育にではなく、

医療をはじめとする社会保障の充実に充てるとい

う考え方は当然あり、そうなれば望ましいが、「社

会保障と税の一体改革」においてもこれは難し

かった。一方、人づくりも国の礎であり、教育の

無償化や子ども・子育て支援など、全世代型社会

保障の実現を目指すことは、結果として社会の中

の格差が是正され、社会の安定につながる。

（2）現在の消費税 8％では、増収分のうち国の

債務増の軽減に 3.3 兆円を充てているが、これを

10％に引き上げると 7.3 兆円に増加するという

のが「社会保障と税の一体改革」であり、この増

加分（約 4兆円）の一部を後代への負担のつけ

回しの軽減から子ども・子育て支援や教育の無償

化等に充てるという主張だと理解している。なお、

10％満額時の社会保障の充実分 2.8 兆円につい

ては、子ども・子育て支援の財源にさらに充てる

ことなく、当然、社会保障の充実の財源として引

き続き確保されるものと考えている。

（3）前回の 8％への増税は、それまで給付が先行

していた状況を見直すために増税したため、社会

保障が充実したという実感が乏しく、国民の間に

痛税感があり、このことも消費回復に影響した。

10％引き上げ時には、社会保障の充実に加えて、

債務増の軽減に充てる額の増収分（満年度約 4

兆円）の一部を子ども・子育て支援や教育の無償

化等に使い、全世代型社会保障を実現することに

より、税負担があっても安心して社会保障が受け

られるようになったという成功体験を経験できれ

ば、今後、受益と負担の関係を明確にしつつ、消

費税やその他の税の増税への国民

の抵抗も少なくなり、消費も増え、

経済が活性化し、税収も増えるこ

とで、結果的に財政再建にもつな

がる。

〇平成 30年度診療報酬改定結果を

受けて

　社会保障の充実は国民不安を解

消し、経済の好循環につながると

繰り返し主張してきた結果、最終

的には診療報酬本体で前回改定を

上回る＋ 0.55％（医科＋ 0.63％）

とすることができたとして、一定スライド 1
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の評価をするとともに、前回改定

より引き続き日医が主張してきた

「モノからヒトへ」の評価でもある

と考えている。

（1）平成 30年度は各都道府県で策

定された地域医療構想が実行に移

され、それに寄り添う診療報酬改

定でなくてはならない。地域を支

える医療機関の経営は基本診療料

によって成り立っており、基本診

療料をしっかりと評価すべき。

（2）平成 26 年度に 904 億円で創

設されて以降、毎年同額で推移し

てきた地域医療介護総合確保基金

の医療分が、今回初めて増額され、来年度予算で

は 30億円程度が積み増しされる。基金は各地域

の実情に応じ、地域に根ざした看護職の養成強化

を含めた医療従事者の確保など、地域包括ケアシ

ステムを推進するためのものであるため、地域の

実情に応じた配分と柔軟な運用を求める。

（3）医科・歯科・調剤の配分は１：1.1：0.3 となっ

たが、学会等から中医協に医科の新たな技術が提

案され、それを活用する一方、調剤には新たな技

術は少ないとされている。門前・チェーン薬局の

調剤報酬の適正化を含めて、調剤報酬の中で病院

薬剤師の業務を評価することも今後検討すべきで

ある。また、薬局の形態はさまざまだが、社会保

障の財源を株主に配当するのではなく、社会保障

を充実する再生産費用として還元すべきと考えて

いる。

〇平成 30年度診療報酬改定に向けて　

　平成 30年度診療報酬改定は、６年に一度の介

護報酬との同時改定であったとともに、医療介護

総合確保方針、医療計画、介護保険事業（支援）

計画、医療保険制度改革などの医療と介護に関わ

る関連制度の一体改革にとって大きな節目である

ことから、今後の医療及び介護サービスの提供体

制の確保に向けさまざまな視点からの検討が重要

であり、中医協においては、通常の改定よりも早

い段階から検討が始まった。

〇平成 30年度の診療報酬改定の検討に向けた考

え方〈基本認識〉

  平成 30 年度の診療報酬改定に向けた検討にお

いては、前述のような医療と介護を取り巻く環境

等を共有するとともに、診療報酬が、医療と介護

の提供体制の確保に多大な影響を及ぼす仕組みで

あることから、以下の点に留意する必要があった。

・2025 年に向けた医療介護ニーズ増大への対応

体制構築のためには、2018 年度の次の同時改定

が 2024 年度となることを踏まえれば、2018 年

（平成 30 年）度の同時改定が極めて重要な意味

を持つものであること 

・医療介護ニーズの変化（2025 年に向けた急増

加、その後、横ばいから減少）とともに、今後の

生産年齢人口減少トレンドを考慮すれば、医療と

介護の提供体制の確保にあたっては、2025 年か

ら先の将来を見据えた対応が求められていること

〇中医協における検討①

［診療報酬改定結果検証部会］

《検証調査（平成 28年度実施分）》

１）夜間の看護要員配置における要件等の見直し

の影響及び医療従事者の負担軽減にも資するチー

ム医療の実施状況調査

２）かかりつけ医・かかりつけ歯科医に関する評

価等の影響及び紹介状なしの大病院受診時の定額

負担導入の実施状況調査

３）重症度や居住形態に応じた評価の影響調査等

スライド 2
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を含む在宅医療・訪問看護の実施状況調査

４）精神疾患患者の地域移行・地域生活支援の推

進や適切な向精神薬の使用の推進等を含む精神医

療の実施状況調査

５）後発医薬品の使用促進策の影響及び実施状況

調査

《検証調査（平成 29年度実施分）》

６）回復期リハビリテーション病棟におけるア

ウトカム評価の導入の影響、維持期リハビリテー

ションの介護保険への移行状況等を含むリハビリ

テーションの実施状況調査

７）医薬品の適正使用のための残薬、重複・多剤

投薬の実態調査並びにかかりつけ薬剤師・ 薬局の

評価を含む調剤報酬改定の影響及び実施状況調査

８）ニコチン依存症管理料による禁煙治療の効果

等に関する調査

９）公費負担医療に係るものを含む明細書の無料

発行の実施状況調査

10）後発医薬品の使用促進策の影響及び実施状

況調査

〇中医協における検討②

［薬価専門部会］

平成 29年 12月 20日

　薬価制度の抜本改革に係る骨子

平成 30年 1月 17日

　平成 30年度薬価制度の見直しについて

［保険医療材料専門部会］

平成 29年 12月 13日

　平成 30年度保険医療材料制度改革の骨子

平成 30年 1月 17日

　平成 30年度保険医療材料制度の見直しについて

［費用対効果評価専門部会、合同部会］

平成 29年 7月 26日

　費用対効果評価の制度化に向けたこれまでの議

　論のまとめ

平成 29年 12月 20日

　費用対効果評価の試行的導入における取組み及

　び制度化に向けた主な課題について

［診療報酬基本問題小委員会］

平成 29年 7月 5日

　平成 30 年度診療報酬改定に向けた DPC 制度

　（DPC/PDPS）に係るこれまでの検討状況中間

　報告

平成 29年 9月 27日

　入院医療等の調査・評価分科会におけるこれま

　での検討状況

平成 29年 11月 17日

　入院医療等の調査・評価分科会における検討結

　果（とりまとめ）

平成 29年 11月 24日

　医療技術評価分科会からの報告

平成 29年 12月 6日

　平成30年度改定に向けたDPC制度（DPC/PDPS）

　の対応とその検討結果

［調査実施小委員会］

平成 29年 11月 8日

　第 21回医療経済実態調査報告

〇中医協における検討③

［診療報酬調査専門組織］

【DPC評価分科会】

平成 29年 5月 24日

　平成30年改定に向けたDPC制度（DPC/PDPS）

　に係るこれまでの検討状況（中間報告）

平成 29年 11月 29日

　平成 30 年度診療報酬改定に向けた DPC 制度

　（DPC/PDPS）の対応について

【入院医療等の調査・評価分科会】

平成 29年 11月 9日

　入院医療等の調査・評価分科会における検討結

　果報告

【医療技術評価分科会】

平成 30年 1月 15日

　平成 30年度診療報酬改定に向けた医療技術の

　評価について

〇中医協答申を受けて

　今回の改定は 6年に一度の診療報酬と介護報

酬の同時改定である。前々回改定で社会保障・税

一体改革に基づく第一歩を踏み出し、前回改定で

はこの改革を継続し、今回の同時改定に向けて襷

を繋げた。診療報酬改定とは本来その時代を反映

してあるべき姿に是正していくものであるが、折
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しも来年度は各都道府県で策定さ

れた地域医療構想が実行に移され、

2025 年に向けた新しい医療提供体

制へと踏み出すときであり、それ

に寄り添う形で、今回の改定が行

われる。

　今後、国民が生涯にわたり健や

かでいきいきと活躍し続ける「人

生 100 年時代」を見据えた社会を

実現していくためには、国民皆保

険を堅持しつつ、持続可能な社会

保障制度の確立が不可欠であり、

そのため地域包括ケアシステムの

構築や医療提供体制の再構築等の

改革が継続されている。国民が住

み慣れた地域において質の高い医

療・介護サービスを受けるため、

かかりつけ医を中心とした切れ目

のない医療・介護体制が確保され

るよう、介護・福祉サービスなど

とともに医療の充実は欠かすこと

ができないと主張し続けてきた。

　非常に限られた財源の中でも、

超高齢社会に対応する上での最重

要課題である地域包括ケアの推進

に向けて、地域における医療資源

を有効活用しながら、継続して改

革を進めるためにも、必要な財源

配分を行うことが重要である。今

回の改定では前々回、前回に引き

続き限られた改定財源の中、それ

なりの評価ができたと認識してい

る。今回改定の影響を適正なタイ

ミングで検証しつつ、2025 年に

向けた新しい医療提供体制に寄り

添った改革を継続していくべきで

ある。
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